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s04200
　この資料は、平成15 年7 月10 日（木）の衆議院憲法調査会基本的人権の保
障に関する調査小委員会において、「社会保障と憲法」をテーマとする参考人質
疑及び委員間の自由討議を行うに当たっての便宜に供するため、幹事会の協議
決定に基づいて、衆議院憲法調査会事務局において作成したものです。
　この資料の作成に当たっては、①上記の調査テーマに関する諸事項のうち問
題関心が高いと思われる事項について、衆議院憲法調査会事務局において入手
可能な関連資料を幅広く収集するとともに、②主として憲法的視点からこれに
関する国会答弁、主要学説等を整理したつもりですが、必ずしも網羅的なもの
とはなっていない点にご留意ください。
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s04200
（参考）憲法研究会「憲法草案要綱」
　憲法研究会は、1945（昭和20）年10 月29 日、日本文化人連盟創立準備会の折に、高野
岩三郎の提案により、民間での憲法制定の準備・研究を目的として結成された。事務局を
憲法史研究者の鈴木安蔵が担当し、他に杉森孝次郎、森戸辰男、岩淵辰雄等が参加した。
研究会内での討議をもとに、鈴木が第一案から第三案（最終案）を作成して、12 月26 日に
「憲法草案要綱」として、同会から内閣へ届け、記者団に発表した。また、GHQ には英語
の話せる杉森が持参した。同要綱の冒頭の根本原則では、「統治権ハ国民ヨリ発ス」として
天皇の統治権を否定、国民主権の原則を採用する一方、天皇は「国家的儀礼ヲ司ル」とし
て天皇制の存続を認めた。また人権規定においては、留保が付されることはなく、具体的
な社会権、生存権が規定されている。
なお、この要綱には、GHQ が強い関心を示し、通訳・翻訳部（ATIS）がこれを翻訳す
るとともに、民政局のラウエル中佐から参謀長あてに、その内容につき詳細な検討を加え
た文書が提出されている。また、政治顧問部のアチソンから国務長官へも報告されている。
（参考）
憲法草案要綱（抄）
国民権利義務
一、国民ハ法律ノ前ニ平等ニシテ出生又ハ身分ニ基ク一切ノ差別ハ之ヲ廃止ス
一、爵位勲章其ノ他ノ栄典ハ総テ廃止ス
一、国民ノ言論学術芸術宗教ノ自由ニ妨ケル如何ナル法令ヲモ発布スルヲ得ス
一、国民ハ拷問ヲ加へラルルコトナシ
一、国民ハ国民請願国民発案及国民表決ノ権利ヲ有ス
一、国民ハ労働ノ義務ヲ有ス
一、国民ハ労働ニ従事シ其ノ労働ニ対シテ報酬ヲ受クルノ権利ヲ有ス
一、国民ハ健康ニシテ文化的水準ノ生活ヲ営ム権利ヲ有ス
一、国民ハ休息ノ権利ヲ有ス国家ハ最高八時間労働ノ実施勤労者ニ対スル有給休暇制療養
所社交教養機関ノ完備ヲナスヘシ
一、国民ハ老年疾病其ノ他ノ事情ニヨリ労働不能ニ陥リタル場合生活ヲ保証サル権利ヲ有
ス
一、男女ハ公的並私的ニ完全ニ平等ノ権利ヲ享有ス
一、民族人種ニヨル差別ヲ禁ス
一、国民ハ民主主義並平和思想ニ基ク人格完成社会道徳確立諸民族トノ協同ニ努ムルノ義
務ヲ有ス
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s04200
［参考・憲法規定］
○スウェーデン王国統治法典
第2 条（個人の尊重、男女の平等および少数民族の保護）
１　略
２　個人の個人的、経済的および文化的な福利は、共同体の活動の基本的な目
標でなければならない。とくに、勤労、住宅および教育の権利を確保し、社
会扶助および社会保障ならびに良好な生活環境を促進することは、共同体の
義務である。
３～５　略
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s04200
［参考・憲法規定］
○デンマーク王国憲法
第75 条（勤労権・生活の扶助を受ける権利）
1　略
2 自己またはその扶養者の生活を維持することができない者は、他にその扶
養に任ずる者がない場合、公的扶助を受けることができる。ただし、被扶助
者は、かかる点に関して制定法が課する義務に従わなければならない。
（出所：阿部照哉・畑博行編『世界の憲法集』〔第二版〕）


70000

O
|
o
8 60000 F
S
O
D -
© 50900
O
40000
30000 F
20000 F
10000 F ‘-""‘“- ‘:_‘:_ R |
x-o—&THE
0 1950 | 1960 | 1970 | 1980 | 1990 | 2000 |2010
—e—000@p00)|41829[45684|50,772|53880(|56,735[(59296(61889
--@--15000 9498 |12047|12604|12P005(11487|11156(11290
g1po00
—-A—65000 4762 5317 6535|7525 7935|9462 10234
01p000
1984

49




11

50

ASSEDIC

RMI

1999


s04200
［参考・憲法規定］
フランス第4 共和国憲法
前文　第2 項
「さらに、フランス人民は、現代に特に必要なものとして、以下の政治的、経
済的、および社会的諸原理を宣言する。」
前文　第11 項
「国は、すべての人に対して、とりわけ子供、母親、および高齢の労働者に対
して、健康の保護、物質的な安全、休息および余暇を保障する。その年齢、肉
体的または精神的状態、経済的状態のために労働しえなくなった人はすべて、
生存にふさわしい手段を公共体から受け取る権利をもつ。」
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［参考・憲法規定］
第20 条1 項
「ドイツ連邦共和国は、民主的かつ社会的連邦国家である。」
２項以下　略
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（参考）重点的に推進すべき少子化対策の具体的実施計画について（新エンゼルプラン）の
要旨　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成11 年12 月19 日
I．趣旨
○ 少子化対策については、これまで「今後の子育て支援のための施策の基本的方向につい
て」（平成6 年12 月文部・厚生・労働・建設4 大臣合意）及びその具体化の一環として
の「当面の緊急保育対策等を推進するための基本的考え方」（平成6 年12 月大蔵・厚生・
自治大臣合意）等に基づき、その推進を図ってきたところ
○ このプランは、「少子化対策推進関係閣僚会議」で決定された「少子化対策推進基本方針」
に基づく重点施策の具体的実施計画として策定（大蔵、文部、厚生、労働、建設、自治
の6 大臣の合意）
II．主な内容
　１．保育サービス等子育て支援サービスの充実
(1) 低年齢児（0～2 歳）の保育所受入れの拡大
(2) 多様な需要に応える保育サービスの推進
　・延長保育、休日保育の推進等
(3) 在宅児も含めた子育て支援の推進
　・地域子育て支援センター、一時保育、ファミリー・サポート・センター等の推
進
(4) 放課後児童クラブの推進
　２．仕事と子育ての両立のための雇用環境の整備
(1) 育児休業を取りやすく、職場復帰をしやすい環境の整備
　・育児休業制度の充実に向けた検討、育児休業給付の給付水準の40％への引上げ
（現行25％）、育児休業取得者の代替要員確保及び原職等復帰を行う事業主に
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s04200
対する助成金制度の創設等
(2) 子育てをしながら働き続けることのできる環境の整備
　・短時間勤務制度等の拡充や子どもの看護のための休暇制度の検討等
(3) 出産・子育てのために退職した者に対する再就職の支援
　・再就職希望登録者支援事業の整備
　３．働き方についての固定的な性別役割分業や職場優先の企業風土の是正
(1) 固定的な性別役割分業の是正
(2) 職場優先の企業風土の是正
　４．母子保健医療体制の整備
　・国立成育医療センター（仮称）、周産期医療ネットワークの整備等
　５．地域で子どもを育てる教育環境の整備
(1) 体験活動等の情報提供及び機会と場の充実
　・子どもセンターの全国展開等
(2) 地域における家庭教育を支援する子育て支援ネットワークの整備
　・家庭教育24 時間電話相談の推進等
(3) 学校において子どもが地域の人々と交流し、様々な社会環境に触れられるような
機会の充実
(4) 幼稚園における地域の幼児教育センターとしての機能等の充実
　６．子どもたちがのびのび育つ教育環境の実現
(1) 学習指導要領等の改訂
(2) 平成14 年度から完全学校週5 日制を一斉に実施
(3) 高等学校教育の改革及び中高一貫教育の推進
　・総合学科、中高一貫教育校等の設置促進
(4) 子育ての意義や喜びを学習できる環境の整備
(5) 問題行動へ適切に対応するための対策の推進
　・「心の教室」カウンセリング・ルームの整備、スクールカウンセラー等の配置
　7．教育に伴う経済的負担の軽減
(1) 育英奨学事業の拡充
(2) 幼稚園就園奨励事業等の充実
　8．住まいづくりやまちづくりによる子育ての支援
(1) ゆとりある住生活の実現
(2) 仕事や社会活動をしながら子育てしやすい環境の整備
(3) 安全な生活環境や遊び場の確保

s04200
（参考）仕事と子育ての両立支援策の方針について（抄）
平成13 年7 月6 日閣議決定
　以下の施策を、基本的には平成13・14 年度に開始し、遅くても平成16 年度までに実施
する。
　これらの事業については、特段の配慮をし必要な予算を確保し、緊急に実施する。
　なお、実施に当たっては、子供のしあわせを第一に考え、そのためにも、保育、小児医
療、教育等の関係者の意見を十分聴きながら、実施することとする。
I．両立ライフへ職場改革
1 基本方針
（1）各企業が、仕事と子育ての両立がしやすい多様な雇用形態や処遇、弾力的な労働時
間制などに一層積極的に取り組む。そのため、政府としても各種支援・要請を行う
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とともに、税務上も円滑な対応に努める。
（2）育児休業制度ならびに出産休暇の十分な活用を求める。とりわけ男性の育児休業取
得を奨励するとともに、父親の出産休暇の全員取得をめざす。（「父親の産休5 日間」）
（3）企業の両立指標を開発・公表する。
　　　　また、各企業に両立支援の風土を育てるため、経営者や幹部の研修を推進する。
（4）労働契約の形式上期間雇用者であっても、実質上期間の定めなく雇用されている者
については、育児休業の対象となることを明確化する。
2 具体的目標・施策
（3）企業の評価・研修
・企業の両立指標の開発に着手し、できるだけ早く結果を公表する。
・各企業のトップや幹部に対して、両立支援の風土を育てるための事業・研修を実施する。

s04200
【「少子化社会を考える懇談会」中間とりまとめ（平成14 年9 月13 日）抜粋】
（1）「子どもにとっての幸せの視点で」
　　　子どもの数だけを問題にするのではなく、子どもが心身ともに健やかに育つため
の支援という観点で取り組むこと。
（2）「産む産まないは個人の選択」
　　　子どもを産むか産まないかは個人の選択に委ねるべきことであり、子どもを持つ
意志のない人、子どもを産みたくても産めない人を心理的に追いつめることになっ
てはならないこと
（3）「多様な家庭の形態や生き方に配慮」
　　　共働き家庭や片働き家庭、ひとり親家庭などは多様な形態の家庭が存在している
ことや、結婚するしない、子どもを持つ持たないなどといった多様な生き方があり、
これらを尊重すること。
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（参考）少子化対策プラスワン（要点）
［主な取組］
すべての働きながら子どもを育てている人のために
１　男性を含めた働き方の見直し、多様な働き方の実現
○子育て期間における残業時間の縮減
○子どもが生まれたら父親誰もが最低５日間の休暇の取得
○短時間正社員制度の普及
２　仕事と子育ての両立の推進
○育児休業取得率（男性１０％ 、女性８０％ ）、子どもの看護休暇制度の普及率（２
５％）、小学校就学の始期までの勤務時間短縮等の措置の普及率（２５％）として、具
体的目標を設定
○目標達成に向け、様々な促進策を展開
３　保育サービス等の充実
○待機児童ゼロ作戦の推進
○パートタイムなどで働いている方々のための新しい「特定保育事業」（※）の創設
※週２･３日、午前又は午後のみの利用といった柔軟な保育サービスを提供
○保育ママについて、利用者の必要に応じた、利用日数・時間の弾力化
子育てしているすべての家庭のために
１　地域の様々な子育て支援サービスの推進とネットワークづくりの導入
○子育て中の親が集まる「つどいの場」づくり、地域の高齢者や子育て経験のある方等
による子育て支援を推進
○「子育て支援相談員」による子育て支援情報の発信
○子どもとサービスをつなぐ「子育て支援委員会」の小学校区単位での設置
２　子育てを支援する生活環境の整備（子育てバリアフリー）
○公共施設等への託児室、授乳コーナー、乳幼児に配慮したトイレの設置促進
○「子育てバリアフリー」マップの作成、配布
３　社会保障における「次世代」支援
○年金制度における配慮（年金額計算における育児期間への配慮の検討）
４　教育に伴う経済的負担の軽減
○若者が自立して学べるようにするための奨学金制度の充実
次世代を育む親となるために
１　親になるための出会い、ふれあい
○中高生の赤ちゃんとのふれあいの場の拡充
２　子どもの生きる力の育成と子育てに関する理解の促進
○体験活動や世代間交流の推進
３　若者の安定就労や自立した生活の促進
○若年者に対する職業体験機会の提供、職業訓練の推進、就労支援など
４　子どもの健康と安心・安全の確保
○食を通じた家族形成や人間性の育成（食育）
○安全で快適な「いいお産」の普及
５　不妊治療
○子どもを産みたい方々に対する不妊治療対策の充実と支援の在り方の検討
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（参考）少子化社会対策基本法案（第151 回国会衆法第53 号）
（以下は修正後の条文である）
　我が国における急速な少子化の進展は、平均寿命の伸長による高齢者の増加とあい
まって、我が国の人口構造にひずみを生じさせ、二十一世紀の国民生活に、深刻かつ
多大な影響をもたらす。我らは、紛れもなく、有史以来の未　曾有の事態に直面して
いる。
　しかしながら、我らはともすれば高齢社会に対する対応にのみ目を奪われ、少子化
という、社会の根幹を揺るがしかねない事態に対する国民の意識や社会の対応は、著
しく遅れている。少子化は、社会における様々なシステムや人々の価値観と深くかか
わっており、この事態を克服するためには、長期的な展望に立った不断の努力の積重
ねが不可欠で、極めて長い時間を要する。急速な少子化という現実を前にして、我ら
に残された時間は、極めて少ない。
　もとより、結婚や出産は個人の決定に基づくものではあるが、こうした事態に直面
して、家庭や子育てに夢を持ち、かつ、次代の社会を担う子どもを安心して生み、育
てることができる環境を整備し、子どもがひとしく心身ともに健やかに育ち、子ども
を生み、育てる者が真に誇りと喜びを感じることのできる社会を実現し、少子化の進
展に歯止めをかけることが、今、我らに、強く求められている。生命を尊び、豊かで
安心して暮らすことのできる社会の実現に向け、新たな一歩を踏み出すことは、我ら
に課せられている喫緊の課題である。
　ここに、少子化社会において講ぜられる施策の基本理念を明らかにし、少子化に的
確に対処するための施策を総合的に推進するため、この法律を制定する。
　　　第一章　総則
　（目的）
第一条　この法律は、我が国において急速に少子化が進展しており、その状況が二十
一世紀の国民生活に深刻かつ多大な影響を及ぼすものであることにかんがみ、こ
のような事態に対し、長期的な視点に立って的確に対処するため、少子化社会に
おいて講ぜられる施策の基本理念を明らかにするとともに、国及び地方公共団体
の責務、少子化に対処するために講ずべき施策の基本となる事項その他の事項を
定めることにより、少子化に対処するための施策を総合的に推進し、もって国民
が豊かで安心して暮らすことのできる社会の実現に寄与することを目的とする。
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（施策の基本理念）
第二条　少子化に対処するための施策は、父母その他の保護者が子育てについての第一
義的責任を有するとの認識の下に、国民の意識の変化、生活様式の多様化等に十分留
意しつつ、男女共同参画社会の形成とあいまって、家庭や子育てに夢を持ち、かつ、
次代の社会を担う子どもを安心して生み、育てることができる環境を整備することを
旨として請ぜられなければならない。
２　少子化に対処するための施策は、人口構造の変化、財政の状況、経済の成長、社会
の高度化その他の状況に十分配意し、長期的な展望に立って講ぜられなければならな
い。
３　少子化に対処するための施策を講ずるに当たっては、子どもの安全な生活が確保さ
れるとともに、子どもがひとしく心身ともに健やかに育つことができるよう配慮しな
ければならない。
４　社会、経済、教育、文化その他あらゆる分野における施策は、少子化の状況に配慮
して、講ぜられなければならない。
（国の責務）
第三条　国は、前条の施策の基本理念（次条において「基本理念」という。）にのっと
り、少子化に対処するための施策を総合的に策定し、及び実施する責務を有する。
（地方公共団体の責務）
第四条　地方公共団体は、基本理念にのっとり、少子化に対処するための施策に関し、
国と協力しつつ、当該地域の状況に応じた施策を策定し、及び実施する責務を有する。
（事業主の責務）
第五条　事業主は、子どもを生み、育てる者が充実した職業生活を営みつつ豊かな家庭
生活を享受することができるよう、国又は地方公共団体が実施する少子化に対処する
ための施策に協力するとともに、必要な雇用環境の整備に努めるものとする。
（国民の責務）
第六条　国民は、家庭や子育てに夢を持ち、かつ、安心して子どもを生み、育てること
ができる社会の実現に資するよう努めるものとする。
（施策の大綱）
第七条　政府は、少子化に対処するための施策の指針として、総合的かつ長期的な少子
化に対処するための施策の大綱を定めなければならない。
（法制上の措置等）
第八条　政府は、この法律の目的を達成するため、必要な法制上又は財政上の措置その
他の措置を講じなければならない。
（年次報告）
第九条　政府は、毎年、国会に、少子化の状況及び少子化に対処するために講じた施策
の概況に関する報告書を提出しなければならない。
　　第二章　基本的施策
（雇用環境の整備）
第十条　国及び地方公共団体は、子どもを生み、育てる者が充実した職業生活を営みつ
つ豊かな家庭生活を享受することができるよう、育児休業制度等子どもを生み、育て
る者の雇用の継続を図るための制度の充実、労働時間の短縮の促進、再就職の促進、
情報通信ネットワークを利用した就労形態の多様化等による多様な就労の機会の確
保その他必要な雇用環境の整備のための施策を講ずるものとする。
２　国及び地方公共団体は、前項の施策を講ずるに当たっては、子どもを養育する者が
その有する能力を有効に発揮することの妨げとなっている雇用慣行の是正が図られ
るよう配慮するものとする。
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　（保育サービス等の充実）
第十一条　国及び地方公共団体は、子どもを養育する者の多様な需要に対応した良質
な保育サービス等が提供されるよう、病児保育、低年齢児保育、休日保育、夜間保
育、延長保育及び一時保育の充実、放課後児童健全育成事業等の拡充その他の保育
等に係る体制の整備並びに保育サービスに係る情報の提供の促進に必要な施策を
講ずるとともに、保育所、幼稚園その他の保育サービスを提供する施設の活用によ
る子育てに関する情報の提供及び相談の実施その他の子育て支援が図られるよう
必要な施策を講ずるものとする。
２　国及び地方公共団体は、保育において幼稚園の果たしている役割に配慮し、その
充実を図るとともに、前項の保育等に係る体制の整備に必要な施策を講ずるに当た
っては、幼稚園と保育所との連携の強化及びこれらに係る施設の総合化に配慮する
ものとする。
　（地域社会における子育て支援体制の整備）
第十二条　国及び地方公共団体は、地域において子どもを生み、育てる者を支援する
拠点の整備を図るとともに、安心して子どもを生み、育てることができる地域社会
の形成に係る活動を行う民間団体の支援、地域における子どもと他の世代との交流
の促進等について必要な施策を講ずることにより、子どもを生み、育てる者を支援
する地域社会の形成のための環境の整備を行うものとする。
　（母子保健医療体制の充実等）
第十三条　国及び地方公共団体は、妊産婦及び乳幼児に対する健康診査、保健指導等
の母子保健サービスの提供に係る体制の整備、妊産婦及び乳幼児に対し良質かつ適
切な医療（助産を含む。）が提供される体制の整備等安心して子どもを生み、育て
ることができる母子保健医療体制の充実のために必要な施策を講ずるものとする。
２　国及び地方公共団体は、不妊治療を望む者に対し良質かつ適切な保健医療サービ
スが提供されるよう、不妊治療に係る情報の提供、不妊相談、不妊治療に係る研究
に対する助成等必要な施策を講ずるものとする。
　（ゆとりのある教育の推進等）
第十四条　国及び地方公共団体は、子どもを生み、育てる者の教育に関する心理的な
負担を軽減するため、教育の内容及び方法の改善及び充実、入学者の選抜方法の改
善等によりゆとりのある学校教育の実現が図られるよう必要な施策を講ずるとと
もに、子どもの文化体験、スポーツ体験、社会体験その他の体験を豊かにするため
の多様な機会の提供、家庭教育に関する学習機会及び情報の提供、家庭教育に関す
る相談体制の整備等子どもが豊かな人間性をはぐくむことができる社会環境を整
備するために必要な施策を講ずるものとする。
　（生活環境の整備）
第十五条　国及び地方公共団体は、子どもの養育及び成長に適した良質な住宅の供給
並びに安心して子どもを遊ばせることができる広場その他の場所の整備を促進す
るとともに、子どもが犯罪、交通事故その他の危害から守られ、子どもを生み、育
てる者が豊かで安心して生活することができる地域環境を整備するためのまちづ
くりその他の必要な施策を講ずるものとする。
　（経済的負担の軽減）
第十六条　国及び地方公共団体は、子どもを生み、育てる者の経済的負担の軽減を図
るため、児童手当、奨学事業及び子どもの医療に係る措置、税制上の措置その他の
必要な措置を講ずるものとする。
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（教育及び啓発）
第十七条　国及び地方公共団体は、生命の尊厳並びに子育てにおいて家庭が果たす役割
及び家庭生活における男女の協力の重要性について国民の認識を深めるよう必要な
教育及び啓発を行うものとする。
２　国及び地方公共団体は、安心して子どもを生み、育てることができる社会の形成に
ついて国民の関心と理解を深めるよう必要な教育及び啓発を行うものとする。
　　　第三章　少子化社会対策会議
　（設置及び所掌事務）
第十八条　内閣府に、特別の機関として、少子化社会対策会議（以下「会議」という。）を
置く。
２　会議は、次に掲げる事務をつかさどる。
　一　第七条の大綱の案を作成すること。
　二　少子化社会において講ぜられる施策について必要な関係行政機関相互の調整をする
こと。
三　前二号に掲げるもののほか、少子化社会において講ぜられる施策に関する重要事項
について審議し、及び少子化に対処するための施策の実施を推進すること。
（組織等）
第十九条　会議は、会長及び委員をもって組織する。
２　会長は、内閣総理大臣をもって充てる。
３　委員は、内閣官房長官、関係行政機関の長及び内閣府設置法（平成十一年法律第八十
九号）第九条第一項に規定する特命担当大臣のうちから、内閣総理大臣が任命する。
４　会議に、幹事を置く。
５　幹事は、関係行政機関の職員のうちから、内閣総理大臣が任命する。
６　幹事は、会議の所掌事務について、会長及び委員を助ける。
７　前各項に定めるもののほか、会議の組織及び運営に関し必要な事項は、政令で定める。
　　　附　則
（施行期日）
１　この法律は、公布の日から起算して六月を超えない範囲内において政令で定める日か
ら施行する。
２　略
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